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《論　文》

１．はじめに

　本論文は、全ての人々の生活を質的に

向上させる手段としての観光について論

じる。観光は、生活面における福祉水準

を上昇させるための手段でもある。その

中でも、移動に支援が必要な人々に対し

て観光への参加機会を拡大するための制

度やサービスの提供について述べる。

　福祉について稲垣（2010）は、「福祉と

は、一般的に幸福をつくること」１と述べ

ている。また、武川（2011）は、「福祉

（幸福）はもともと対象者が無限定」２と

している。ここから福祉は、全ての人々

が幸福を追求することを可能にすること

といえよう。また、福祉が目指す幸福に

ついて劉（2015）は、「快適な人生」３と

述べ、「①基礎的生活欲求」４、「②社会的

生活欲求」５、「③文化的生活欲求」６と３

つのレベルがあると整理している。糸賀

（1968）は、「より良き生活を求め、より

高い水準を目指して進展」７と述べ、欲求

の高度化も満たすことも福祉に必要であ

ることを指摘している。つまり人々は、

生存に必要な「基礎的生活欲求」８を満た

したとき、個人の嗜好を満たそうと欲求

が高度化するのである。伊藤（2005）は、

1974年の社会指標報告書で用いられた福

祉水準について「生活水準、福祉水準、

生活の質（QOL）あるいは暮らし良さと

様々な名称が用いられている」９と述べ、

人々の生活の水準を示すことを指摘して

いる。これらの議論を踏まえると、福祉

によって生活を質的に向上させるには、

個人の嗜好を満たしていくことが必要な

のである。

　本論文では、多くの人々に、満足の増

大をもたらす観光を取り上げた10。ただ

し、年齢、身体的な理由から観光に参加

することが困難な人々も存在する。具体

的には、高齢、障がい、難病といった理

由により円滑な移動が困難な人 （々以下、

移動弱者）である。こうした移動弱者は、

年齢・身体的状態がひとり一人で異なる。

そのため移動弱者は、観光への参加にお

いて健常者にはない費用などの追加負担

が発生する場合もある。こうした追加負

担の軽減は、移動弱者が観光への参加機

会を拡大することに寄与する。

　観光が福祉水準を上昇させるための手

段となるには、移動弱者に対しても観光

への参加を円滑にすることが求められ

る。つまり、移動弱者が観光への参加に

際して、健常者には発生しない費用など

の追加負担を軽減することも必要なので

ある。近年では、移動弱者を含め観光へ

の参加を希望する人に対して、それを可

能にする制度や施設の整備、観光サービ

スの提供が進められている。移動弱者に

対する、観光への参加機会をより一層拡

大するには、政府、民間企業、NPOのそ

れぞれが、各々の役割を果たすことが肝

要となる。政府は、制度や施設を整備し

て、全ての人々の満足を増大させる基盤

を作る。ただし、政府が提供するサービ

スは、個人の嗜好をくみ取った個別的

サービスとすることは難しい。ひとり一

人の嗜好に適うサービスを提供するに

は、民間企業、NPO の参加が必要とな

る。それらの機関が各々の役割を果たす

ことにより、年齢、移動弱者に対して、

観光への参加機会を拡大することが可能

になる。それにより、移動弱者は、観光

への参加という高度な欲求を充足し生活

を質的に向上させることができるのであ

る。つまり、観光が福祉水準を上昇させ
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る手段となるのである。

　主な研究手法は、次のとおりである。

まずは、文献検索から生活を質的に向上

させることについて検討する。そして、

移動弱者の観光参加機会の拡大について

考察する。最後に、移動弱者に観光サー

ビスを提供している民間企業、NPOの取

り組みを取りあげる。

２．移動弱者に対する福祉水準の上昇

2.1．福祉における幸福

　福祉は、論者により多様な使われ方を

している。藤村（2013）は、「福祉という

言葉はさまざまな意味合いを持って使わ

れる」11と述べ、多岐にわたる領域から使

用されていることを指摘している。その

中でも福祉とは、全て人々を対象に幸福

を追求することが、共通の理解といえる。

糸賀（1968）は、福祉について「社会の

福祉の単なる総量を言うのではなくて、

その中での個人の福祉が保障される姿を

指すのである」12と述べ、ひとり一人が幸

福を追求するものとしている。武川

（2011）は、「語源的な意味での福祉（幸

福）はもともと対象者が無限定である」13

と述べている。それを踏まえ武川（2011）

は、高齢者や障がい者などと対象者を限

定する「狭義の福祉」と国民や社会全体

を対象者とする「広義の福祉」があると

指摘している。

　福祉について広辞苑（第６版）による

と「幸福。公的扶助やサービスによる生

活の安定、充足」と述べている。稲垣

（2010）は、「福祉の福は幸福の福、祉も

『神が止まること』、つまり『しあわせ』

を意味します。福祉とは、一般的に幸福

をつくることです」14と述べている。近藤

（2013）は、福祉における幸福について

「『幸福』は個人の心情レベルのものであ

るのに対して、『福祉』は『快い暮らしの

基盤』を意味している」15と指摘してい

る。同様に劉（2015）は、「『心情的な幸

福』、すなわち“Happy”よりも快適な人

生“Will-being”に近い用語」16と述べて

いる。これは、「日常生活欲求（ニーズ）」17

から「①基礎的生活欲求（Basic Needs）：

衣、食、住、保健衛生など」18、「②社会

的生活欲求（Social Needs）：家族、隣人、

友人、仲間、職業など」19、「③文化的生

活 欲 求（Cultural Needs）：遊 び、レ ク

レーション、趣味、学習など」20と３つの

レベルに分類している。

　上記の議論を踏まえると、福祉とは、

段階的に欲求が充足されることにより、

人々を幸福に導くのである。その中でも

「基礎的生活欲求」21が満たされると、自

らの嗜好に応じたより良い生活をおくろ

うと欲求が高度化するのである。また、

福祉を制度として実施する場合、具体的

な取り組みを展開するために限定的に対

象者を定める場合がある。

2.2．生活の質的な向上

　福祉に関する制度として厚生労働省で

は、高齢者に向けた「介護・高齢者福祉」、

障がい者に向けた「障害者福祉」、貧困者

に向けた「生活保護・福祉一般」を対象

に一定の生活保障を実施している。2015

年度の日本の国家予算では、社会保障関

係費として31兆5,297億円22が計上されて

いる。その内訳として、年金医療介護給

付費は23兆1,167億円23、社会福祉費は４

兆8,591億円24、生活保護費は２兆9,041億

円25が計上されている。厚生労働省（2015）

は、「公的な福祉サービスは高齢や障害と

いった対象者ごとに制度が整備され、質・

量共に充実が図られてきた」26と述べ、制

度の整備により生活に必要な支援を実施

してきたと報告している。

　政府が実施する福祉に関する制度は、

何らかの理由により日常生活をおくれな

い人に対する救済策である。つまり、福

祉に関する制度には、より良い生活をお

くる要素は希薄である。糸賀（1968）は、

「人間の欲求は、不満の解消にとどまら

ず、さらにより良き生活を求め、より高

い水準を目指して進展する」27と述べ、福

祉において欲求の高度化も満たすことが

必要であると指摘している。加山（2013）

は、「社会福祉サービスの本質には、利用

者の QOL（Quality of Life：生活の質）

の向上があるのであり、制度内であるか

外であるかを問わず、ニーズが充足され

るように考えていかなければならない」28

と述べ、利用者を満足させる必要性を指

摘している。そのため福祉は、福祉に関

連する制度の対象とならない、生活を質

的に向上させることも視野に入れ検討す

る必要がある。つまり、政府から支援を

受ける人々も、生活を質的に向上させる

権利がある。

　加山（2013）が指摘した「QOL」につ

いて、土井（2004）は「『人生の質』、『生

活の質』あるいは『人生・生活の質』」29

と述べ、「尊厳と喜びを追求することは、

人間誰もが平等に許されている権利」30と

指摘している。河東田（2004）は、「QOL」

について①「活動」として「様々な領域

への主体的、積極的参加。自己実現の自

由と選択の自由」31、②「対人関係」とし

て「親しい人とそうでない人との関係」32、

③「自尊心」として「自身や自己受容」33、

④「人生における基本的な幸福感」とし

て「豊かな経験、安心感、質の良い生

活」34と分類し、ひとり一人の欲求を充足

するものと指摘している。つまり、「基礎

的生活欲求」35が満たされたとき「社会的

生活欲求」36、「文化的生活欲求」37の段階

へは、「QOL」の達成により実現するこ

とができよう。つまり、生活を質的に向

上させることは、自らの選択と決定のも

とに活動を展開し満足を得るものであ

る。これは、ひとり一人の欲求を持ち高

度化することにより発生するのである。

伊藤（2005）は、1974年の社会指標報告

書で「生活水準、福祉水準、生活の質

（QOL）あるいは暮らし良さと様々な名

称が用いられている」38と述べ、福祉水準

とは人々の生活の水準を示すことを指摘

している。

　以上のように福祉に関連する制度は、

生活保障による支援を通じて一定の生活

水準を保障するものである。それが生活

を維持する為の原動力となり、「基礎的生

活欲求」39が確立できるのである。それが

確立されたとき、個人の嗜好を満たそう

と欲求が高度化するのである。このよう

に、福祉によって生活を質的に向上させ
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るには、個人の嗜好を満たしていくこと

が必要なのである。

2.3．移動弱者における社会参加と満足

の増大

　福祉に関する制度は、政府により、市

場の失敗を防止する為に、市場原理によ

らない支援を実施している。かつて、労

働力とならない移動弱者は、福祉施設や

家族の中に包摂され、社会から隔離され

る存在であった。1970年頃までの福祉に

関する制度は、労働力とならない移動弱

者が生きていくための保障であった。つ

まり、社会参加、個人の活動を通じて、

生活を質的に向上させるものではなかっ

た。そのような社会から隔離された移動

弱者が、社会参加を試みることを目的と

して様々な運動を行ってきた。その結果、

就労をはじめ社会参加ができるようにな

ったのである。

　こうした社会参加は、サークル活動、

旅行、就労など様々なものがあげられる。

就労に関しては、川本（2015）が2013年

の厚生労働省の統計から18歳～64歳の障

がい者のうち、①非正規社員と正社員を

あわせて民間企業に就く者は約60万人40、

②共同作業所などで福祉的就労している

者が16万人、と整理している。その中に

は、パラリンピックの選手をはじめ自発

的に社会参加をする人々も含まれる。例

えば、ユニバーサルデザインのコンサル

ティング業務を手掛ける株式会社ミライ

ロの垣内社長は、車いすを利用した生活

をおくっている。垣内（2016）は、「ずっ

と車いすに乗ってきたからこそ、社会に

隠れている不便さや不自由さにきづける

のではないか」41と述べ、自らの経験をユ

ニバーサルデザインのコンサルティング

業務に活かせたことを指摘している。ま

た、後述する、伊勢志摩バリアフリーセ

ンターは、移動弱者が自らの経験を観光

地づくりに活かしている。こうした人々

の活躍は、他にもいる移動弱者の社会参

加をより促す機会になるといえよう。

　以上のところから、移動弱者における

社会参加は、一人ひとりで異なり、活躍

の幅も広いことがわかる。つまり、今日

の移動弱者には、一つ一つの不満要素が

除去され、より満足を増大させる環境が

整備されつつある。そして、移動弱者が、

より良い生活を求めて、新たな欲求が生

じているように思える。そのため、移動

弱者が、観光のような嗜好的な欲求を充

足する可能性について検討する必要もあ

る。

2.4．移動弱者に対する社会参加機会の

拡大

　移動弱者が社会参加を拡大するには、

市場を通じたサービスも求められる。そ

の社会参加をより一層拡大するには、政

府、民間企業、NPOが、各々の役割を果

たすことが肝要となる。それは、移動弱

者がサービスを消費する際に、健常者に

発生しない費用などの追加負担を抑制さ

せるためである。

　政府は、全ての人々の満足を増大させ

る基盤を作るために、制度や施設を整備

する。ただし、政府が提供するサービス

は、個人の嗜好をくみ取った個別的サー

ビスとすることは難しい。その結果、移

動弱者が、サービスを消費する際にかか

る費用などの負担を軽減させることがで

きる。ただし、個別にサービスを提供す

る場合、政府が個人の嗜好をくみ取るこ

とは難しい。そのため、ひとり一人に対

するサービスを提供するには、民間企業、

NPO の参加が必要となる。

　民間企業は、ひとり一人の私的欲求、

嗜好に適うサービスを提供する。桶川

（2006）は、現代経営組織辞典の中で「企

業」について「各種の経営資源を内部で

統合することによって付加価値を持つ商

品（製品・サービス）を生産し、利益を

上げることを目的とする組織体」42と述

べ、市場を通じて行うことを指摘してい

る。民間企業は、市場で事業展開をして

おり、そこで提供するサービスは、市場

で存続できる質を有していると考えられ

る。そのため、サービスの提供に必要な

費用が価格に反映される。つまり、移動

弱者は、民間企業の提供するサービスを

消費する場合、費用などの追加負担が必

要となる場合が多い。それゆえ、サービ

スを消費できる移動弱者が減少する場合

がある。

　民間企業からサービスの提供を受ける

ことが困難な移動弱者に対して、費用を

抑えて満足を増大させようとする活動を

展開するのが NPO である。鹿住（2006）

は、現代経営組織辞典の中で「NPO」に

ついて、「公共的な課題の解決などを目的

として設立・運営される民間組織」43と述

べ、利益を追求しない自発的な運営組織

であることを指摘している。つまり、社

会的な貢献に対する意識が強く、サービ

スを無料ないし廉価で提供している。

　以上のところから、移動弱者へのサー

ビス提供には、政府、民間企業、NPOの

それぞれに役割があることが理解でき

る。政府は、制度や施設を整備し、サー

ビスも提供する。ただし、政府が提供す

るサービスは、一律的である。そのため、

民間企業と NPO は、個別なニーズに応

じたサービス提供をする。民間企業は、

相応の対価がある限り、サービスの提供

とその増大は可能である。NPOは、社会

的な貢献に対する意識から、サービスを

無料ないし廉価で提供している。各々が

役割を果たすことにより、移動弱者が、

サービスの消費を通じて、個人の嗜好に

適う欲求を充足する。それにより、移動

弱者に対する社会参加機会をより一層拡

大することができるのである。

３．福祉と観光

3.1．生活を質的に向上させる手段とし

ての観光

　高度経済成長期以降、多くの人々は、

観光を楽しむようになった。大社（2013）

は、高度経済成長期からの動向を俯瞰し

「可処分所得と余暇時間が増えた国民の

多くがレジャーとして旅を楽しむように

なった」44と述べ、生活水準の向上を受け

多くの人々が観光をするようなったと指

摘している。内閣府による「国民生活に

関する世論調査」では、高度経済成長期

以降において「レジャー・余暇生活」に
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生活の力点をおくと答える人々が多い45。

この理由の一つには、交通網、宿泊施設

などの整備によるアクセス環境の改善が

あげられる。それにより、多くの人々が、

観光への参加にかかる費用、手間が大幅

に軽減された。このように観光は、多く

の人々が参加したいと希望し、満足を増

大させる活動となっていった。

　観光施策審議会では「旅は、すべての

人にとって本源的な欲求である」46と指摘

している。観光の欲求について槻本

（2006）は、「観光欲望は、欠如の充足行

動ではなく異空間への移動を通じて得る

様々な発見・体験を動機とする精神的な

感動への欲求である」47と述べ、非日常を

体感したいという欲求から発生すると指

摘している。大橋（2010）は、「新しい所

を訪ね、見聞を広めたいとする欲求や、

非日常的な娯楽や他人との接触など社交

性を享受したいとする欲求」48と述べ、「何

かを求める欲求」49、「何かを回避したい

欲求」50に分類できることを指摘してい

る。公益財団法人日本交通公社（2015）

では、旅行動機について実施した調査し

たところ、「おいしいものを味わうため」

が52.8％、「ストレスからの回避、リラッ

クスのため」51.4％、「自然を観賞、体験

するため」49.2％、とまとめている51。河

村（2008）は、観光のサービスも多岐に

わたることから、「多数の効用を内包」52

と観光が人々に与える満足の内容につい

て指摘している。中子（2009）は、「当事

者の選択の自由の確保や、旅に出かける

ことで得られる充実感やよろこびであ

り、それらは、数値や収益には還元でき

ない」53と述べ、観光により得られる満足

は主観的なものであることを指摘してい

る。

　観光への需要の高まりは、①可処分所

得と余暇時間の増加による欲求の高度

化、②観光サービスを提供する環境の整

備、があげられる。和田（2015）は、「正

常財の中でも所得の増加率以上に需要が

増える奢侈財（贅沢品）である。観光消

費は所得弾力性が高い」54と述べ、国民の

所得向上を受け観光需要は増大すること

を指摘している。しかし、上記で述べた

既存研究などを見てみると、多くの人々

が、観光サービスをより身近に消費する

ようにも見受けられる。つまり観光は、

より人々の身近な活動になっていると考

えられる。

　以上のところから、観光は、日常と異

なる場所で非日常的な様々な体験から満

足を得られるところから、多く人々が参

加を希望するようになった。観光が注目

される理由は、その中身が余暇、休養、

学びなど多岐にわたり、ひとり一人の嗜

好的な欲求を充足するからである。つま

り観光は、ひとり一人の主観的で嗜好的

な欲求が充足できることから、多くの

人々が支持するのである。それゆえ、観

光が、福祉水準を上昇させる手段といえ

る。

3.2．移動弱者の観光欲求

　移動弱者の中にも、観光への参加を希

望する人々が多く存在する。近年では、

移動弱者が、観光への参加機会を広げる

制度の整備、サービスの提供が進められ

ている。しかし、移動弱者が観光に行く

機会を与えられていない時期もあった。

井上（2010）は「1970年以前は、障害者

は旅行に行かない事を当然とされてい

た」55と述べ、移動弱者が観光に行く機会

が乏しい社会であったと指摘している。

また、民間企業は、移動弱者の観光につ

いてリスクとコストに見合う収益の確保

が望めないため消極的であったからであ

る56。

　そのような時期、1971年に車椅子を利

用する石坂氏57は、健常者の団体ツアーに

まじりヨーロッパ10カ国を観光した。そ

れを契機に、移動弱者による観光への参

加が注目された。例えば、朝日新聞厚生

文化事業団主催した旅のデザインルーム

が「車いすヨーロッパの旅」を計画催行

した。1976年の第１回目は、165名の募集

数を大幅に上回る500名参加希望者がい

た。これを受け、募集数を260名に増やし

ツアーを実施した。その後、2004年まで

の28年間にわたりヨーロッパ、アメリカ、

南米、中近東などの世界各地へ向けたツ

アーを実施してきた。この参加者は、障

がい者とボランティアを合わせると延べ

約900人である。これを踏まえると、移動

弱者にも観光に参加したいという欲求が

あることが理解できる。また、社会的な

有用性を意識する企業との連携による事

業と位置づけることができる。

　2013年度に東京都福祉保健局が障がい

者に実施した調査では、「障害又は難病の

ためにあきらめたり妥協したこと」とし

て、身体障がい者の39.9％が13項目のう

ち「旅行や遠距離の外出」を一番多く挙

げた58。過去の調査結果を見ると2003年が

40.2％、2008年が41.5％であり、ほぼ横ば

いである59。同じように、知的障がい者は

28.1％、精神障がい者は38.7％であり、障

がいを理由に「旅行や遠距離の外出」を

諦めている人が多いことがわかる60。飯

島・肥田木（2010）は、東京都の福祉保

健局障害者施策推進部計画課による休養

ホーム事業の利用者数推移から「2008年

度は、過去10年間で最も利用者が多かっ

た99年度に比べて約８千人も減少した」61

と述べ、その理由に「障がいがある人の

一部が公的助成から卒業し、自己選択へ

進出した」62と分析している。つまり、移

動弱者が求める嗜好的な欲求が多様化し

ていることがわかる。

　水野（2012）は、家族を介護している

と答えた全国男女800名を対象として実

施した調査を実施している63。それによる

と、要介護者が介護者と一緒に一泊以上

の旅行実施について、「旅行したことがあ

る」と答えた人は28.5％としている64。そ

うした人々は、要介護者の８割以上、介

護者の７割以上が「旅行を楽しめた」「旅

行で気分転換できた」と旅行後の評価と

している65。ここから、高齢による移動弱

者にとって、観光への参加が、心身をリ

フレッシュという、満足を充足する機会

になっていることがわかる。

　観光庁（2014）は、2014年に要介護者

との旅行について介護経験のある5,109

人を対象としたアンケートを実施した66。

それによると、要介護者に随行して旅行
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したことがある者は、日帰り旅行で15％、

国内宿泊旅行で９％、であった。この比

率は、要介護者が介護状態になる前と比

べ、大幅に減少している。また介護者も、

移動弱者の介護をするようになってから

観光への参加が半分近くに減少してい

る。ここから、移動弱者と介護者が、観

光に参加したいという欲求を持ちつつ

も、充足できなくなっていることが読み

取れる。

　上記のアンケート調査から、移動弱者

が観光に参加したいという欲求の存在が

確認できる。同時に、一部の移動弱者は、

既に観光サービスを消費していることも

わかる。中子（2009）は、「『障害者』あ

るいは『高齢者』とひとくくりにまとめ

るのではなく、それぞれ個別の困難な状

況やニーズを見極めることで初めて現実

的な支援が可能になる」67と述べ、個々の

身体的な状態に適う観光サービス提供の

必要性を指摘している。つまり、必要な

支援が個別に異なる移動弱者には、ひと

り一人の身体的状況と欲求に適う支援方

法が求められているのである。また、観

光庁（2014）の調査では、高齢により介

護が必要な移動弱者が、観光への参加に

対する不安要素を整理すると、①施設や

観光地などにある段差、②移動距離など

の事前情報、があげられる68。こうした不

安要素の解決した観光サービスを提供す

ることは、民間企業が単体で行うのは難

しい。そのため、政府、民間企業、NPO

のそれぞれが各々の役割を果たすことが

肝要となる。それにより、より多くの移

動弱者が観光サービスを消費機会が拡大

できるようになるといえる。

3.3．移動弱者に対する観光参加機会の

拡大

3.3.1．政府

　政府は、制度や施設を整備して、全て

の人々に満足を与える社会的基盤を作

る。それは、移動弱者のサービス消費時

にかかる負担軽減にも寄与している。

2006年には、「高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法」を整備した。

これは、1994年に制定されたハートビル

法と2000年に制定された交通バリアフ

リー法を統合したものである。そして、

2016年４月には「障害を理由とする差別

の解消の推進に関する法律」を施行し、

全ての事業者の事業活動において「障が

いを理由とする差別的取扱い」が禁止さ

れ、「障がい者への合理的配慮」が求めら

れる。

　公共施設等の整備では、国土交通省が

中心となり、バリアフリー化を進めてき

た。具体的には、駅のエスカレーターや

障がい者用トイレ、ノンステップバス、

車椅子等が利用可能な福祉タクシーなど

の整備があげられる。民間事業者が運営

する宿泊施設では、一定規模以上の施設

に対してバリアフリー化に対する義務付

けが行われた。黒田・中島・宮永（2011）

は、「バリアフリーは時代の流れでもあ

り、社会の要請でもある」69と述べ、政府

が様々な支援していることを指摘してい

る。つまり、政府の取り組みは、民間企

業にも影響を与えるものとなっている。

これは、民間企業が、公的資金を獲得し

て、車いす用のスロープの設置、多機能

型のトイレの改良などの施設の整備する

機会となっているからである。あわせて、

民間企業が、従業員に対して移動弱者の

支援に関係する資格取得も推進する誘因

を与えることにもなっている。

　移動弱者に対して、観光への参加をよ

り促すために、観光庁では「ユニバーサ

ルツーリズム」と称し、関連の業界への

情報発信等を進めている。「ユニバーサル

ツーリズム」について、JTB総合研究所

は、「ノーマライゼーションの観点から高

齢者や障害者が主に参加できる旅行を、

日本はバリアフリーツーリズム、欧米は

アクセシブルツーリズムと一般に呼ぶ」70

と述べている。近年では、「ユニバーサ

ル」のほかにも「アクセシブル」、「バリ

アフリー」と称し、移動弱者を幅広く支

援する観光サービス提供のあり方が模索

されている。

　以上のように、政府による制度、施設

の整備は、年齢、身体状況などにより、

移動弱者が観光への参加にかかる様々な

負担を軽減させることに寄与するのであ

る。政府による制度の整備は、民間企業

を巻き込むこともあげられる。そして、

サービスの提供にかかる価格を下げると

ともに、より多くの人々に観光への参加

を促進する要素となる。こうした制度や

施設整備を活かして、移動弱者への観光

サービスを提供することは重要である。

ただし、政府は、移動弱者に対して観光

サービスを提供する場合、ひとり一人の

身体的な状況に対応しつつ、個人の嗜好

をくみ取ることは難しい。そのため、観

光サービスを提供は、民間企業や NPO

が、実施することが望ましいのである。

3.3.2．民間企業（株式会社チックトラベ

ルセンター）

　民間企業の中でも、移動弱者への観光

に必要な手配などの役割を果たす中小規

模の旅行会社を取り上げる。井上（2010）

「個別の配慮が必要となる障害者旅行に

おいて、大手旅行会社が包摂しきれなか

った障害者の客を受け入れるという点で

重要な役割を果たす」71と述べ、1990年代

に移動弱者への観光のサービスを提供す

る専門家が誕生したと指摘している。以

下では、一般社団法人日本旅行業協会72や

井上（2010）などが移動弱者への観光サー

ビスの提供を先駆ける旅行会社として株

式会社チックトラベルセンターを注目し

ている。そこで以下では、筆者が2016年

に株式会社チックトラベルセンターで実

施したバリアフリー旅行に関して実務を

通じた調査について取り上げる。

　株式会社チックトラベルセンターで

は、1996年より移動弱者を対象とした旅

行部門「ハート TO ハート」を設立した。

主な業務内容は、国内外の添乗員が同行

するツアー、個人での旅行に必要な手配

であり、近年の年間取扱件数は約1,300人

を推移している。その中には、脳血管障

がい後遺症、脳性まひ、リウマチ、パー

キンソン病、ALS、筋ジストロフィーな

どの難病による移動弱者が含まれてい

る。移動弱者の身体的状態によっては、
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ストレッチャーの手配を行うなど、多様

な対応をしている。

　そのため、多くの移動弱者は、同社を

自らの嗜好に適う観光サービスを提供す

る旅行会社として信用している。そのよ

うなこともあり、長期にわたるリピー

ターが多く、設立当初からの顧客もいる。

こうした顧客は、自発的に旅行中の体験

談を交えながら、友人に話すことがある。

こうした体験談は、これまで観光を諦め

ていた人々に対して信用を与えるものと

なる。そのような口コミが、宣伝となり、

新規の顧客を獲得する機会にもなってい

る。また、旅行中における移動弱者の身

の回りのサポートする NPO と連携を図

り、移動に必要な支援のコストを抑制す

る旅行サービスも提供している。

　また、「ハート TO ハート」では、福

祉関係の組織と長い年月をかけて関係を

構築している。そして、福祉関係の組織

が催すイベントに積極的に参加してい

る。このようなイベントへの参加を、同

社商品を宣伝する機会として、移動弱者

を顧客として獲得することに結びつけて

いる。その一例として、後述する日本バ

リアフリー観光推進機構との連携があげ

られる。日本バリアフリー観光推進機構

は、全国各地で移動弱者への観光を推進

する NPO から構成されており、同社は

旅行会社としては唯一のメンバーであ

る。これらの NPO は、移動弱者に対す

る観光への参加機会を促進することを目

的に活動しており、旅行業の登録を受け

ている NPO は少ない。そのため、同社

が、乗車券等の発券や宿泊予約等を実施

している。また、NPOが各自治体から受

託してきたバリアフリーに関するモニ

ターツアーの販売などのサポートも実施

している。

　以上のように、同社は福祉関係の組織、

バリアフリー関係を取り扱う NPO など

と、関係を構築し、信用・信頼を得てい

る。このような、信用・信頼による関係

は、イベントへの参加・協力から生じて

いるものである。それが、多くの移動弱

者への観光サービスの拡大に寄与するも

のとなっている。

3.3.3．NPO（NPO法人伊勢志摩バリア

フリーツアーセンター）

　NPO の活動の一例として、NPO 法人

伊勢志摩バリアフリーツアーセンターに

ついて取り上げる。これについては、筆

者が2016年６月24日、25日に株式会社チ

ックトラベルセンターも一員である日本

バリアフリー観光推進機構が催す「第６

回バリアフリー観光推進全国フォーラム

ふくしま大会」を通じて調査を行った。

　NPO 法人伊勢志摩バリアフリーツ

アーセンターは、2002年に移動弱者へ向

けた、情報の発信、案内、相談といった

観光サービスの提供を目的に設立され

た。2001年に三重県が、伊勢志摩地域の

観光を再生させるため、「伊勢志摩再生プ

ロジェクト」が契機である。その後、移

動弱者の積極的な観光参加を促進する地

域の拠点とする NPO 法人伊勢志摩バリ

アフリーツアーセンターを設置し、常駐

スタッフ４名で対応している。

　三重県鳥羽市周辺の移動弱者も含めた

人々が、宿泊、交通、飲食などの民間企

業と連携を図り、様々な地域調査を実施

した。この地域調査の内容は、施設の整

備状況や経路、段差の数やトイレの大き

さなどに及ぶ。この地域調査では、三重

県内に居住する移動弱者が、自らの日常

生活からの経験や目線を大切に実施して

いる。

　地域調査の結果は、同NPO法人のホー

ムページで公開している。また、収集し

た観光施設、宿泊施設の情報に関する相

談は、無料で実施している。この相談件

数は、年間の約1,000件にのぼる。このよ

うな取り組みは、移動弱者に同伴する健

常者を取り込むことにより観光客を増大

させている。沓掛（2013）は、「伊勢神宮

内宮の車椅子利用者や鳥羽水族館での障

害者の利用が1.5倍から２倍近く増加し

ている」73ことを指摘している。

　また、地域調査、情報発信だけに留ま

らず、バリアフリー化に向けたアドバイ

スも実施している。これは、伊勢市や鳥

羽市より、宿泊施設、観光関連の施設や

関連の事業者を対象とした委託事業でも

ある。その中で、古き良き小規模旅館は、

旅館の特徴を残すバリアフリー化を実現

させた。こうした事例は、近隣の旅館が、

改修工事に踏み込むきっかけを与えた。

NPO 伊勢志摩バリアフリーツアーセン

ターのホームページでは、改修工事を実

施した情報発信も随時実施し、宿泊客の

増加を後押ししている。それにより、地

域全体で、受入可能な客層幅の拡大、集

客増に結び付けることができた。

　これまで述べてきた NPO 法人伊勢志

摩バリアフリーツアーセンターのよう

な、移動弱者への観光を推進する NPO

が、全国各地にあり、各々の活動を展開

している。こうした全国各地で NPO 活

動の展開をネットワークしている一つ

が、日本バリアフリー観光推進機構であ

る。日本バリアフリー観光推進機構では、

毎年一回、全国フォーラムを開催し、他

地域の活動の情報交換などを実施してい

る。

　こうした NPO は、行政からバリアフ

リー関連の資金を獲得し、観光サービス

の提供に必要な情報の提供が、活動の中

心となる。それゆえ、移動弱者が、こう

した NPO が発信する情報の活用と交通

サービスの手配をすることができれば、

費用を抑制した観光をすることができ

る。ただし、これらの NPO は、旅行業

の登録を受けていないので、移動弱者を

対象とした旅行商品を企画・販売するな

どの活動を展開することはできない。そ

のため、株式会社チックトラベルセン

ターのような旅行業の登録を持つ民間企

業と連携を図ることが、移動弱者に対し

て観光サービス提供の拡大に寄与するの

である。

４．まとめ

　本論文は、全ての人々の福祉水準を上

昇させる手段として、観光について検討

した。その中でも、移動に支援が必要な

移動弱者を対象とした観光への参加機会

の拡大につい論じた。
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　福祉とは、多岐にわたる領域から検討

されており、全ての人々の幸福を追求す

ることが共通の理解といえる。人々は、

「基礎的生活欲求」74が満たされた時、ひ

とり一人の嗜好を充足しようとする。こ

のような、より個別的な欲求を充足する

ことが生活を質的に向上させ、福祉水準

の上昇を導くのである。本論文では、多

くの人々が支持する観光を取り上げた。

観光が注目される理由は、その中身が余

暇、休養、学びなど多岐にわたり、ひと

り一人の嗜好的な欲求を充足するからで

ある。

　観光が福祉水準を上昇させる手段とな

るには、観光への参加を希望する全ての

人々に対して、それを可能にすることが

重要である。そのためには、年齢・身体

的状態がひとり一人異なる移動弱者に対

して、健常者には発生しない負担を軽減

する措置が求められる。移動弱者に対す

る観光参加機会を拡大するには、政府、

民間企業、NPOのそれぞれが、その役割

を果たすことが肝要である。

　政府は、制度や施設などを整備する。

また、政府が提供する一律的サービスも

ある。このような政府の取り組みは、民

間企業にも影響を与えるものとなってい

る。こうした施策を政策体系の中に盛り

込むことにより、移動弱者に対する理解

を社会に浸透させるのである。それは、

移動弱者が観光も含め社会参加する際の

負担を軽減させることに寄与する。ただ

し、政府が個人の嗜好を直接的に充足す

るようなサービスを提供することは難し

い。

　個人の嗜好に適うサービスを提供する

には、民間企業、NPOの参加が必要とな

る。民間企業について本論文で一例とし

て取り上げた、株式会社チックトラベル

センターでは、福祉関係の組織、バリア

フリー関係を取り扱う NPO などが催す

イベントに参加・協力していた。それに

より、福祉関係の組織、バリアフリー関

係を取り扱う NPO との信用・信頼を得

て、移動弱者への観光サービスの販売機

会を増大していた。

　NPOは、社会的な貢献に対する意識が

強く、費用を抑えてサービスを提供する。

本論文で取り上げたバリアフリー関係の

窓口となる多くの NPO は、主に行政か

らバリアフリー関連の資金を獲得し、情

報等の提供、地域の調査など様々な活動

を展開している。移動弱者が自ら、NPO

等が提供する情報を活用し、交通サービ

ス等の手配をすることができれば、費用

を抑制して観光をすることができる。た

だし、NPOは、旅行業としての活動を展

開することはできない。そのため、株式

会社チックトラベルセンターのような民

間企業と連携を図ることが、移動弱者の

観光への参加機会の拡大に寄与するので

ある。

　以上のことにより、年齢、身体的状態

がひとり一人で異なる移動弱者が、観光

への参加を円滑にするために重要なので

ある。行政、民間企業、NPOが各々の役

割を果たすことにより、一人ひとり年齢、

身体的状態が異なる移動弱者の観光への

参加機会を拡大することができるのであ

る。そして、移動弱者が観光への参加と

いう高度な欲求を充足することが可能と

なるのである。それにより、観光が全て

の人々の福祉水準を上昇させる手段とな

るのである。

　ただ一方で、課題もある。それは、行

政、民間企業、NPOとの関係性の具体的

な構築方法についてである。本研究の調

査でも、民間企業と NPO が関係性の構

築が移動弱者の観光への参加機会を拡大

させることが明らかになった。この関係

性の具体的な方法については、今後の研

究課題である。
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